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A.はじめに 

感染症の流行に伴い、メディアを通じて情

報が伝えられている。今回は、感染症に対す

るメディア報道の実態を把握することを目的に

行った。 

 

B.研究方法 

情報収集源は日経テレコンのデータサービ

スを利用し、新聞４社（日経、朝日、毎日、読

売）の記事検索を週ごとに実施した。2013 年 4

月 1 日（14 週）から 2014 年 3 月 2 日（9 週）で

あった。 

検索対象の感染症は、9 疾患であった。研

究開始時期に流行がみられた 5 疾患（新型イ

ンフルエンザ、手足口病、風疹、中東呼吸器

症候群（MERS）、重症熱性血小板減少症候群

（SFTS））と研究期間中に流行がみられた 4 疾

患（ヘルパンギーナ、シャーガス病、RS ウィル

ス、鳥インフルエンザ）であった。ただし、調査

期間中に追加した疾患は、2013 年 4 月 1 日

（14 週）にさかのぼり検索を行った。 

検索キーワードは、新型インフルエンザ、手

足口病、風疹、コロナウィルス、MERS、ダニ、

マダニ、SFTS、ヘルパンギーナ、シャーガス病、

RS ウィルス、鳥インフルエンザとした。                    

 検索内容は、見出し表示にて記事内容を確

認した。見出しの内容から、対象疾患の内容

ではないと判断した記事は削除した。ただし、

見出しの内容だけでは、記事内容が判断出来

ない場合は、本文を確認した。中東呼吸器症

候群（MERS）は、コロナウィルスと MERS の記

事内容を確認し、重複記事は削除した。重症

熱性血小板減少症候群（SFTS）は、ダニ、マダ

ニ、SFTSの記事内容を確認し、重複記事は削

除した。 

 

研究要旨 
感染症に対するメディア報道の実態を把握することを目的に、新聞記事を利用

し分析を行った。メディア報道として日経テレコンから新聞 4 社（日経、朝日、
毎日、読売）の記事を週ごとに検索した。検索を行った感染症は、研究開始時期に流

行がみられた感染症 5 疾患（新型インフルエンザ、手足口病、風疹、中東呼吸器症候

群（MERS）、重症熱性血小板減少症候群（SFTS））と研究期間中に流行がみられた感

染症 4 疾患（ヘルパンギーナ、シャーガス病、RS ウィルス、鳥インフルエンザ）の合計 9 疾患で

あった。調査期間は、2013 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月 2 日であった。主な記事内容

は、感染症流行や発症状況の周知、予防への注意喚起、予算、経済への影響などで

あった。 
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C．結果 

1.新型インフルエンザ 

4 月から 5 月の期間に新型インフルエンザ

等対策特別措置法施関連、中国での感染拡

大、各県の対策会議開催などの記事が多かっ

た。5 月以降は主に各県の行動計画や訓練の

記事が多く、さらに 2014 年 1 月になり対応訓

練の記事内容が増加した（図 1）。 

2．手足口病 

6月中旬以降7月上旬に流行が警報レベル

になった県（熊本、広島、山口、埼玉、静岡）

の記事が多く、その後は流行警報レベルが全

国へ拡大する記事内容で増加した。9 月中旬

以降は、警報レベルを解除する県の記事内容

で、記事数は減少した（図 2）。  

3．風疹                             

4月以降は、患者数の急増や感染予防の呼

びかけ（予防接種、助成制度）関連の記事内

容が多く、予防接種助成制度拡大、補正予算

計上などの記事も増加した。6 月中旬以降は、

ワクチン不足や胎児障害の記事内容であった。

7 月以降は、感染ピークが過ぎるの記事内容

があり、記事数は減少した。2014 年 1 月に

2013 年の先天性風疹症候群が最多という記

事内容で、件数は増加した（図 3）。 

4．中東呼吸器症候群（MERS）               

5 月下旬に新型コロナウィルスの名称決定

や新たに感染者確認（伊）の記事内容があり、

6月中旬から7月中旬 はWHO緊急会合、見

解などの記事内容であった（図 4）。 

5．重症熱性血小板減少症候群（SFTS） 

全期間を通して、新たな感染者や死亡者が

確認された時期に、各県内の感染数や全国で

の死亡数、注意喚起の記事内容が多かった

（図 5）。 

6．ヘルパンギーナ 

7 月中旬から 8 月上旬に注意喚起と警報発

令（群馬、山形）の記事内容であった（図 6）。  

7．シャーガス病 

6 月は治療候補物質発見、8 月中旬は献血

検査で陽性、国内初確認、 9 月は輸血感染

例なしの記事内容であった（図 7）。  

8．RS ウィルス 

全週とも記事件数は、0 件だった。 

9．鳥インフルエンザ 

全期間を通して、中国や中国以外の国で感 

染者や死亡者が確認された時期、国や各県

の対策（相談窓口の設置、感染症研究施設）、

国内での鳥の大量死、経済への影響（旅行、

羽毛、株式）、注意喚起などの内容が多かった

（図 8）。 

 

D.結論 

 

E.研究発表・学会発表 

なし 

 

F．知的財産権の出願・登録状況 
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図1 新型インフルエンザ（2013.4.1(14W)～2014.3.2(9W)）

週数

件数

4月
・新型ｲﾝﾌﾙ特措法施行（国・都道府県）
・中国でH7N9感染拡大
・都道県の対策会議開催

5月以降
・都道府県の行動計画、訓練
・タミフル備蓄分廃棄
・タミフル、リレンザ有効期限延長

1月
・新型ｲﾝﾌﾙ対応訓練
（国・都道府県・空港）
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図2 手足口病（2013.4.1(14W)～2014.3.2(9W)）

件数

週数

6月中旬以降7月上旬
・流行が警報レベルへ
（熊本、広島、山口、埼
玉、静岡）

7月中旬以降8月中旬
・流行警報レベルが全国
へ拡大
・注意喚起

9月中旬以降
・流行警報レベルが北海道へ拡大
・警報レベル解除する県



14 
 

 

 

23 24

34

50

28

40

60

94
89

85

76
80

58

51

24

7
12

4
8

0

7
12

7
2 3 4

8
5

2 0
4

0
3

8
2 2 3

6
9

1
5

20

5 5 6
11

8 9

0

20

40

60

80

100

120

140

14
週

(4
月

)
15
週

16
週

17
週

18
週

(5
月

)
19
週

20
週

21
週

22
週

(6
月

)
23
週

24
週

25
週

26
週

27
週

(7
月

)
28
週

29
週

30
週

31
週

(8
月

)
32
週

33
週

34
週

35
週

(9
月

)
36
週

37
週

38
週

39
週

40
週

(1
0月

)
41
週

42
週

43
週

44
週

(1
1月

)
45
週

46
週

47
週

48
週

(1
2月

)
49
週

50
週

51
週

52
週

1週
(1
月

)
2週 3週 4週

5週
(2
月

)
6週 7週 8週 9週

図3 風疹（2013.4.1(14W)～2014.3.2(9W)）

件数

週数

4月以降5月
中旬
・感染予防の
呼びかけ
（予防接種、
助成制度）
・予防接種ミ
ス

4月
・患者数急増
（全国流行の兆し）

5月中旬以降6月上旬
・感染予防の呼びかけ継続
・予防接種ミス
・補正予算計上

6月中旬以降
・予防接種助成制度拡大（妊婦の夫）
・ワクチン不足の兆し
・風疹で胎児障害（11人）
・流行の解説

6月下旬以降
・予算化（予防接種助成制度無料化も）
・ワクチン不足

7月上旬
・ピーク過ぎる

1月中旬
・先天性風疹症候群
2013年最多（31人）
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図4 ＭＥＲＳ（2013.4.1(14W)～2014.3.2(9W)）

件数

週数

5月下旬から6月上旬
・新型コロナウィルスの
名称決定
・新たに感染者確認（伊）

6月中旬から7月中旬
・WHO緊急会合、見解
（緊急事態ではない） 2月

・米政府監視ﾈｯﾄ
ﾜｰｸ強化、国際
協力枠組み発足
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図5 SFTS（2013.4.1(14W)～2014.3.2(9W)）

件数

週数

4月
・感染者（愛媛2人目、山
口3人目）
・感染死（全国で8人）
・注意喚起

5月中旬から7月上旬
・感染者（徳島・熊本1人
目、宮崎・広島2人目、長
崎・鹿児島3人目）
・感染者（全国で15人）
・感染死（全国で10人）
・注意喚起

7月中旬：感染死
（宮崎・山口）

8月中旬：感染死16人

8月下旬から9月上旬
・中部地方で初感染
・徳島初死者

11月下旬
・熊本感染者4人目
・大分初感染者

12月下旬：まとめ 2月下旬：
23都道府
県に分布
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図6 ヘルパンギーナ（2013.4.1(14W)～2014.3.2(9W)）

件数

週数

7月中旬から8月上旬
・注意喚起
・警報発令（群馬、山形）
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図7 シャーガス病（2013.4.1(14W)～2014.3.2(9W)）

件数

週数

6月上旬から6月中旬
・治療候補物質発見

8月中旬
・献血検査で陽性、
国内初確認 9月中旬

・輸血感染例なし
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図8 鳥インフルエンザ（2013.4.1(14W)～2014.3.2(9W）

件数

週数

4月
・中国での感染拡大、死亡者数増加
・H7N9型で初感染
・国として万全対策
・各県の対策
・全養鶏農家へ注意喚起
・ブロイラー大量死（兵庫）
・ハト調査
・人から人根拠なし（WHO）
・新製法のインフルワクチン了承（厚労省）

4月下旬から5月
・中国での感染者127人
・カラス（神奈川）、鳥（宮崎）大量死
・GW出入国減少

6月以降から10月
・経済への影響（羽毛、）中国での感染者127人
・ワクチン開発
・ツバメ（兵庫）、スズメ（神奈川）大量死

11月上旬から12月
・防疫演習、消毒演習
・H6N1型台湾で初
・中国でH10N8型初感染

1月以降
・中国感染者年明
け急増
・防疫会議
・ｲﾝﾌﾙ対応訓練
（国・都道府県・空
港）
・韓国感染拡大
・中国ヒトからヒト感
染疑い


